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 年 月 事　項

昭和 26年 4月 日本開発銀行（以下「開銀」という。）設立
昭和 27年  開銀：大阪（現関西）、札幌（現北海道）、名古屋（現東海）、福岡（現九州）の各支店を開設
昭和 31年 6月 北海道開発公庫設立
昭和 32年 4月  北海道開発公庫、北海道東北開発公庫（以下「北東公庫」という。）に改組、札幌（現北海道）、仙台（現東北）

の各支店を開設
昭和 35年  開銀：高松支店（現四国支店）を開設
昭和 36年  開銀：広島（現中国）、金沢（現北陸）の各支店を開設
昭和 37年 4月 開銀：ニューヨーク駐在員事務所を開設
昭和 38年  開銀：鹿児島（平成11年10月より南九州支店）、松江の各事務所を開設
昭和 39年 7月 開銀：ロンドン駐在員事務所を開設
昭和 47年 1月 北東公庫：新潟事務所（平成元年7月より新潟支店）を開設
昭和 60年 6月 日本開発銀行法を改正
   1）出資機能を追加（研究開発、都市開発またはエネルギー利用等に係る事業で政令で定めるもの）
   2）研究開発資金融資機能を追加
昭和 62年 9月 開銀および北東公庫：NTT株売払収入を財源とする無利子貸付制度創設
平成 元年  開銀：大分、松山、岡山、富山の各事務所を開設
   北東公庫：函館、青森の各事務所を開設
平成 7年 2月 開銀：震災復旧融資開始
平成 9年 9月 「特殊法人等の整理合理化について」閣議決定
   （開銀および北東公庫を廃止し、新銀行に統合することが決定される）
平成 9年 12月 開銀および北東公庫：金融環境対応融資開始（平成12年度末までの時限的措置）
平成 11年 6月 日本政策投資銀行法（平成11年法律第73号）成立
平成 11年 10月 開銀と北東公庫の一切の権利・義務を承継し、日本政策投資銀行設立
   地域振興整備公団および環境事業団の融資業務を引き継ぐ
   釧路事務所、シンガポール駐在員事務所を開設
平成 14年 5月 日本政策投資銀行法を改正（金融庁による立入検査の導入を追加）
平成 17年 12月 「行政改革の重要方針」閣議決定
平成 18年 5月 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）成立
平成 18年 6月 「政策金融改革に係る制度設計」が政策金融改革推進本部にて決定
平成 19年 6月 株式会社日本政策投資銀行法（平成19年法律第85号）成立

■沿革

 年 月 事　項

平成 20年 10月 株式会社日本政策投資銀行設立（資本金1兆円）
平成 20年 12月 シンガポール駐在員事務所を現地法人化（DBJ Singapore Limited 設立）
平成 21年 6月 株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律（平成21年法律第67号）成立

日本開発銀行、北海道東北開発公庫、日本政策投資銀行

株式会社日本政策投資銀行
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■役員（平成21年7月1日現在）

代表取締役社長

室伏　　稔　（むろふし　みのる）
代表取締役副社長
藤井　秀人　（ふじい　ひでと）
代表取締役副社長
荒木　幹夫　（あらき　みきお）
取締役常務執行役員
竹内　　洋　（たけうち　よう）
経営企画部（広報・CSR室）、財務部、金融法人部、国際統括部担当

取締役常務執行役員
柳　　正憲　（やなぎ　まさのり）
業務企画部、事業開発部、投資統括部担当

取締役常務執行役員
高橋　　洋　（たかはし　ひろし）
管理部、経理部、審査部、法務・コンプライアンス部担当

取締役常務執行役員
薄井　充裕　（うすい　みつひろ）
経営企画部（除く広報・CSR室）、ALM・リスク統括部、情報企画部担当

取締役（社外）
三村　明夫　（みむら　あきお）
取締役（社外）
植田　和男　（うえだ　かずお）

常勤監査役
井上　　毅　（いのうえ　つよし）

常勤監査役
進藤　哲彦　（しんどう　てつひこ）

常勤監査役（社外）
齋藤　　博　（さいとう　ひろし）

監査役（社外）
伊藤　　眞　（いとう　まこと）

監査役（社外）
八田　進二　（はった　しんじ）

常務執行役員
福永　法弘　（ふくなが　のりひろ）
都市開発部、企業金融第3部、アセットファイナンスグループ担当

常務執行役員
山本　直人　（やまもと　なおと）
企業金融第1部、企業金融第2部担当

常務執行役員
平田 憲一郎　（ひらた　けんいちろう）
企業金融第４部担当

常務執行役員
小島　康壽　（こじま　やすとし）
企業金融第５部担当

常務執行役員
長岡　久人　（ながおか　ひさと）
中堅・成長企業ファイナンスグループ、産業調査部、北陸支店、東海支店
担当

常務執行役員
石井　　歓　（いしい　かん）
投資開発グループ、ファンド投資グループ、企業ファイナンスグループ、
企業投資グループ、ストラクチャードファイナンスグループ、シンジケー
ショングループ、九州支店、南九州支店担当

常務執行役員
石森　　亮　（いしもり　りょう）
企業戦略部、地域企画部（公共RMグループ、地域振興グループ）、
北海道支店、東北支店、新潟支店担当

常務執行役員（関西支店長）
加納　　望　（かのう　のぞむ）
関西支店、中国支店、四国支店担当

執行役員（内部監査担当）
三谷　康人　（みたに　やすひと）
執行役員（金融法人担当）
相澤　雅文　（あいざわ　まさふみ）
執行役員人事部長
小林　　健　（こばやし　たけし）
執行役員経営企画部長
渡辺　　一　（わたなべ　はじめ）
執行役員業務企画部長
前田　正尚　（まえだ　まさなお）

（注）1.取締役 三村 明夫及び植田 和男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。
　　2.監査役 齋藤 博、伊藤 眞及び八田 進二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

資料編

コーポレート・データ
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■組織図（平成21年7月1日現在）

業務企画部
事業開発部
都市開発部
国際統括部
企業金融第1部（担当業種：製造業等（電気機械等を除く））
企業金融第2部（担当業種：通信、電気機械、情報サービス、出版・印刷）
企業金融第3部（担当業種：食品製造、流通）
企業金融第4部（担当業種：海運、航空、医療、リース、その他サービス）
企業金融第5部（担当業種：電気、ガス、窯業土石、石油、紙・パルプ）
中堅・成長企業ファイナンスグループ
北海道支店

経営会議

監査役室

取締役会株主総会

監査役／監査役会

東北支店
新潟支店
北陸支店
東海支店
関西支店
中国支店
四国支店
九州支店
南九州支店

投資統括部
アセットファイナンスグループ
投資開発グループ

企業投資グループ
ストラクチャードファイナンスグループ

ファンド投資グループ
企業ファイナンスグループ

シンジケーショングループ

企業戦略部
産業調査部
地域企画部
　公共RMグループ
　地域振興グループ
設備投資研究所

審　査　部
法務・コンプライアンス部

秘　書　室
人　事　部
経営企画部
ALM・リスク統括部
情報企画部

経　理　部
管　理　部

財　務　部

監　査　部

金融法人部

業務監査委員会

事務所：函館、釧路、青森、富山、松江、岡山、松山、大分
海外駐在員事務所：ニューヨーク、ロンドン　　　　　海外現地法人：DBJシンガポール株式会社
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函館事務所 釧路事務所

青森事務所

富山事務所 

松江事務所 
岡山事務所 

松山事務所

大分事務所

本店

本店
支店（10カ所）
事務所（8カ所）

北海道支店 

東北支店

新潟支店 

北陸支店 

東海支店

関西支店

中国支店 

九州支店 

南九州支店

四国支店

ニューヨーク駐在員事務所 ロンドン駐在員事務所 

DBJシンガポール株式会社 

海外駐在員事務所（2カ所）
海外現地法人（1カ所）

■本支店・事務所等　所在地（平成21年7月1日現在）

資料編

コーポレート・データ
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地下鉄
さっぽろ駅

至 小樽

東急百貨店全日空

北洋銀行
札幌西武

み
ず
ほ
銀
行道

庁

札幌駅

日本生命札幌ビル4F

北海道支店 札幌

〒060-0003
札幌市中央区北 3条西 4丁目1番地
（日本生命札幌ビル）
TEL 011-241-4111（代表）

広瀬通

中央通

青葉通

南町通

さくら野
百貨店

仙台
ホテル

地
下
鉄
仙
台
駅

至 

盛
岡

至 

東
京

東
二
番
丁
通

本
店

七
十
七
銀
行

仙
台
駅あおば通駅

ダイエー

電力ビル

みずほ銀行

NOF仙台青葉通りビル7F

東北支店 仙台

〒980-0811
仙台市青葉区一番町 2丁目1番 2号
（NOF仙台青葉通りビル）
TEL 022-227-8181（代表）

東堀通

上大川前通

万代シティ
バスセンター

東
大
通

新潟駅

八千代橋 万代橋
信濃川

第四銀行本店

新潟中郵便局

中央ビルディング7F

WITHビル

柾
谷
小
路

新潟支店 新潟

〒951-8066 
新潟市中央区東堀前通 六番町 1058番地1
（中央ビルディング）
TEL 025-229-0711（代表）

至 

富
山

至 

福
井

北陸
銀行

金
沢
駅

アトリオ香林坊

南町 みずほ銀行

尾山神社

商工
会議所

金沢中央ビル5F

エムザ 武蔵ヶ辻

J
R
線

金
沢
城
跡

北陸支店 金沢

〒920-0937
金沢市丸の内4番 12号
（金沢中央ビル）
TEL 076-221-3211（代表）

日本政策投資銀行

千
代
田
線

大
手
町
駅

（
C
1
出
口
）

日
比
谷
通
り

首都高速
神田橋ランプ

公
庫
ビ
ル

至 

東
京

至 

神
田

J
R
線

経
団
連

丸ノ内線
大手町駅
（A1出口）

NTT

KDDI三井生命

本店 東京

〒100-0004 
東京都千代田区大手町 1丁目9番 1号
TEL 03-3270-3211（大代表）

現在
閉鎖中

※A1、A3出口は閉鎖中

■本支店・事務所等　照会先（平成21年7月1日現在）
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資料編

コーポレート・データ

広島袋町ビルディング12F

広島そごう
バスセンター

旧
広
島

市
民
球
場

平
和
記
念
公
園

本
通
駅

紙屋町駅

鯉
城
通
り

平和大通り

相生通り

広島電鉄

JR線

袋
町
駅

旧
日
銀

太
田
川

県庁

平和記念
資料館

原爆ドーム

広島駅

中国支店 広島

〒730-0036
広島市中区袋町 5番 25号
（広島袋町ビルディング）
TEL 082-247-4311（代表）

西
鉄 

福
岡
天
神
駅

地下鉄
天神駅

天神ビル2F

大丸

福岡市役所

福岡ビル
旧岩田屋 天神コア

三菱東京UFJ銀行

日本銀行

福岡銀行

中央
郵便局

フ
タ
タ

国体道路

明治通り

昭和通り

渡
辺
通
り

九州支店 福岡

〒810-0001
福岡市中央区天神 2丁目12番 1号
（天神ビル）
TEL 092-741-7734（代表）

名
古
屋
駅

桜
通
線
丸
の
内
駅

鶴
舞
線
丸
の
内
駅

キリックス丸の内ビル5F

日銀

JRセントラル
タワーズ

桜通り

桜通伏見

伏見駅

伏
見
通
り

錦通り

J
R
線

松
坂
屋

堀
川

名
古
屋
国
際
セ
ン
タ
ー

国
際

　
セ
ン
タ
ー
駅

ミ
ッ
ド
ラ
ン
ド
ス
ク
エ
ア

名
鉄

東海支店 名古屋

〒460-0002 
名古屋市中区丸の内1丁目17番 19号
（キリックス丸の内ビル）
TEL 052-231-7561（代表）

高松駅

百十四ビル14F
市役所

中央公園

玉藻公園
高松琴平電鉄

フ
ェ
リ
ー
通
り

中
央
通
り

高
松
築
港
駅

瓦
町
駅

菊池寛通り

国道11号

JR線

四国支店 高松

〒760-0050
高松市亀井町 5番地の1
（百十四ビル）
TEL 087-861-6677（代表）

天文館駅 いづろ駅

ワシントン
ホテル

朝日通り
文
化
通
り

鹿
児
島
市
電

二
宮
橋
通
り

照
国
通
り

鹿児島商工会議所ビル10F

南九州支店 鹿児島

〒892-0842
鹿児島市東千石町 1番 38号
（鹿児島商工会議所ビル）
TEL 099-226-2666（代表）

関西支店 大阪

〒541-0042 
大阪市中央区今橋 4丁目1番 1号
（淀屋橋三井ビルディング）
TEL 06-4706-6411（代表）

淀屋橋駅 北浜駅

淀
屋
橋
駅

北
浜
駅

日本銀行

みずほ銀行

新ダイビル

堂島川

土佐堀川

大阪市役所

日本生命保険

中央
公会堂

京阪本線
御堂筋線

堺
筋
線

四
ツ
橋
線

肥
後
橋
駅

淀屋橋
三井ビルディング13F

阪神高速

大江橋駅
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函館
市役所

函館駅

函館ツインタワー10F

日銀

NTT

高砂通り
棒二
森屋

ボーニ
アネックス WAKO

バス
ターミナル

函館
北洋ビル

国道5号線
市電函館駅前駅

函館事務所 函館

〒040-0063
函館市若松町 14番 10号
（函館ツインタワー）
TEL 0138-26-4511（代表）

北
大
通

 市役所

釧路川

日銀

幣舞橋

北洋
日生ビル

釧路駅

道東経済センタービル５F

ロータリー

至 根室至 帯広

フィッシャーマンズ
ワーフMOO

釧路事務所 釧路

〒085-0847
釧路市大町 1丁目1番 1号
（道東経済センタービル）
TEL 0154-42-3789（代表）

青森第一生命ビル4F

NTT

新町通り

消防
合同庁舎

県
警
本
部

柳
町
通
り

八
甲
通
り 旧

税
務
署
通
り

青
森
県
庁

青
森
地
裁

日
銀

国道4号線

青森市役所

青
森
駅

青森事務所 青森

〒030-0822
青森市中央 1丁目22番 8号
（青森第一生命ビル）
TEL 017-773-0911（代表）

至 金沢 至 新潟

県民会館
県庁 黄

金
通
り

富山駅

松川

市役所

城址公園

城
址
通
り

す
ず
か
け
通
り

富
山
市
電

みずほ信託

COI 富山新桜町ビル4F

CIC ビル

JR線

富山事務所 富山

〒930-0005
富山市新桜町 6番 24号
（COI 富山新桜町ビル）
TEL 076-442-4711（代表）

松江センチュリービル8F

新大橋

県民会館
山陰中央ビル

日赤

松江
大橋

島根県市町村
振興センター

宍道湖
大橋

宍道湖

大橋川

京橋川

NHK

JR線

松江城

島根県庁

県立博物館

松江駅

松江事務所 松江

〒690-0887
松江市殿町 111番地
（松江センチュリービル）
TEL 0852-31-3211（代表）

郵便局前駅

桃太郎大通り岡山市電

NTTクレド岡山ビル12F

後楽園

岡山県庁岡山中央
郵便局

農業会館

柳
川
筋（
国
道
53
号
）

西
川
緑
道
公
園

市
役
所
筋 岡山城

岡
山
シ
ン
フ
ォ
ニ
ー
ホ
ー
ル

NTT
ネットワーク
センタービル

岡
山
駅

岡山事務所 岡山

〒700-0821
岡山市北区中山下 1丁目8番 45号
（NTTクレド岡山ビル）
TEL 086-227-4311（代表）
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松
山
駅

松山城

松山市駅
ジブラルタ生命松山ビル 4F

NHK

南堀端

西堀端

J
R
線

伊
予
鉄
道

電
気
ビ
ル

国
道
56
号

大
手
町
駅

松山事務所 松山

〒790-0003
松山市三番町 7丁目1番 21号
（ジブラルタ生命松山ビル）
TEL 089-921-8211（代表）

大分駅

大分恒和ビル2F

JR線

大
分
銀
行

中
央
郵
便
局

府内城址

県庁

市役所住友生命

トキハ

大分事務所 大分

〒870-0021
大分市府内町 3丁目4番 20号
（大分恒和ビル）
TEL 097-535-1411（代表）

●ニューヨーク駐在員事務所 
1251 Avenue of the Americas, 
Suite 830, New York, NY 10020, 
U.S.A. 
TEL 1-212-221-0708 

●財団法人日本経済研究所
〒101-0062
東京都千代田区神田駿河台3-3-4
（駿河台セントビル）
TEL 03-5280-6102（代表） 

海外

子会社・グループ会社等

相談センター
福井市　TEL 0776-36-5459　　　宮崎市　TEL 0985-22-1130
（相談日は電話にてご確認ください。なお、相談日以外はそれぞれ北陸支店、南九州支店に転送されます。）

JRお茶の水駅

お
茶
の
水
中
通

靖国通り

明
大
通
り 外

堀
通
り

千代田線新
お茶の水駅B3番口

丸ノ内線
淡路町駅A5番口

ニコライ堂

日本大学
理工学部
三井住友

海上

都営新宿線小川町駅B5番口

駿河台
セントビル

本
郷
通
り

東西線
大手町駅

丸
ノ
内
線

大
手
町
駅

千
代
田
線
　

大
手
町
駅

三
田
線

大
手
町
駅

半蔵門線
大手町駅

千代田線
二重橋前駅

丸
ノ
内
口

八
重
洲
口至 有楽町

至 神田

地下鉄
B8出口

丸の内
トラスト
タワーN塔

丸の内
オアゾ

新丸ビル

丸ビル

日
比
谷
通
り

外
堀
通
り

永代通り

首
都
高
速
道
都
心
環
状
線

東
京
駅

日本ビル12F

丸ノ内線東京駅

●ロンドン駐在員事務所 
Level 12, City Tower, 
40 Basinghall Street, London, 
EC2V 5DE, United Kingdom 
TEL 44-20-7638-6210 

●新規事業投資株式会社 
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-6-2
（日本ビル）
TEL 03-3231-2381（代表）

●DBJシンガポール株式会社 
9 Raffles Place, 
#30-03 Republic Plaza, 
Singapore 048619 
TEL 65-6221-1779 

●株式会社日本経済研究所
〒101-0062
東京都千代田区神田駿河台3-3-4
（駿河台セントビル）
TEL 03-5280-6101（代表） 

資料編
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連結子会社

会社名 所在地 主要業務内容 設立年月日 資本金
（百万円）

当行が所有する
子会社等の

議決権比率（％）

DBJ事業投資株式会社 東京都千代田区 投資事業組合の管理等、
投資コンサルティング業務

平成15年
3月10日 40 100.00

新規事業投資株式会社 東京都千代田区 新規事業を行う者に対する出資等 平成2年
6月1日 6,000 63.83

新規事業投資1号投資事業有限責任組合 東京都千代田区 投資事業組合の管理等 平成18年
6月23日 3,200 100.00

（10.00）

DBJクレジット・ライン株式会社 東京都千代田区 信託受益権の取得、
信託の運用委託及び指図等

平成18年
4月3日 50 100.00

株式会社日本経済研究所 東京都千代田区 コンサルティング、
アドバイザリー事業

平成元年
12月13日 479 100.00

DBJ Singapore Limited シンガポール
共和国

投融資サポート業務、
アドバイザリー業務等

平成20年
12月16日

64
1百万シンガ
ポールドル 

100.00

有限会社DBJコーポレート・メザニン・
パートナーズ 東京都千代田区 投資事業組合の管理等 平成15年

6月6日 3 50.00

UDSコーポレート・メザニン投資事業
有限責任組合 東京都千代田区 投資事業組合の管理等 平成18年

1月18日 23,453 50.00
（0.00）

あすかDBJ投資事業有限責任組合 東京都港区 投資事業組合の管理等 平成17年
10月28日 5,130 49.40

（注） 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
 2. 資本金の円換算額は、決算日の為替相場により算出しております。
 3. 当行が有する子会社等の議決権比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。
 4. 当行が有する子会社等の議決権比率欄の（　）内は、間接議決権比率を内数として表示しております。
 5. DBJ Singapore Limitedの設立年月日は、同社を現地法人化した日付を掲載しております。
 6.  有限会社DBJコーポレート・メザニン・パートナーズ、UDSコーポレート・メザニン投資事業有限責任組合、あすかDBJ投資事業有限責任組合の持

分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

■関係会社の状況（平成21年3月31日現在）
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■資本の状況（平成21年3月31日現在）

発行済株式総数、資本金等の推移
年月日 発行済株式総数増減数

（千株）
発行済株式総数残高

（千株）
資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成20年10月1日 40,000 40,000 1,000,000 1,000,000 （注）2 （注）2

（注）1. 平成20年10月１日における発行済株式総数、資本金の増加は会社設立によるものであります。
   なお、旧DBJは新DBJ法附則第９条の規定に基づき、平成20年10月１日付で当行にその財産の全部（同法附則第15条第２項の規定により国が承継す

る資産を除く。）を現物出資しており、それにより取得した株式を旧DBJへの出資者である政府に無償譲渡しております。
 2.  平成20年10月１日における資本準備金につきましては、当行定款附則第２条の規定に基づき、同法附則第16条第１項に定める評価委員が評価する資

産の価額から負債の価額を差し引いた財産の価額から資本金１兆円を差し引いた金額であります。
   なお、平成21年１月28日に開催されました株式会社日本政策投資銀行資産評価委員会（第３回会合）において、当行に承継された資産の価額（平成20

年10月１日時点）が決定されました。当該資産の価額から負債の価額を差し引いた財産の価額から資本金１兆円を差し引いた金額は、1,157,715百万
円となっております。

 3.  平成21年６月26日の株主総会決議に基づき、資本準備金からその他資本剰余金への振替及びその他資本剰余金から繰越利益剰余金への振替により、
欠損金補填を実施しております。この振替により資本準備金が97,248百万円減少したため、振替後の資本準備金残高は1,060,466百万円となってお
ります。

大株主の状況
氏名又は名称 住所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）
財務大臣 東京都千代田区霞が関三丁目１番１号 40,000 100.00
計 ̶ 40,000 100.00
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第一条（目的）
 　株式会社日本政策投資銀行（以下「会社」という。）は、その完
全民営化の実現に向けて経営の自主性を確保しつつ、出資と融
資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法を用いた業務
を営むことにより日本政策投資銀行の長期の事業資金に係る投
融資機能の根幹を維持し、もって長期の事業資金を必要とする
者に対する資金供給の円滑化及び金融機能の高度化に寄与する
ことを目的とする株式会社とする。

第三条（業務の範囲）
 　会社は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を営むもの
とする。

 一 　預金（譲渡性預金その他政令で定めるものに限る。）の受入
れを行うこと。

 二　資金の貸付けを行うこと。
 三　資金の出資を行うこと。
 四　債務の保証を行うこと。
 五 　有価証券（第七号に規定する証書をもって表示される金銭

債権に該当するもの及び短期社債等を除く。第八号において
同じ。）の売買（有価証券関連デリバティブ取引（金融商品取
引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二十八条第八項第六
号に規定する有価証券関連デリバティブ取引をいう。以下こ
の号及び第十一号において同じ。）に該当するものを除く。）又
は有価証券関連デリバティブ取引（投資の目的をもってする
ものに限る。）を行うこと（第三号に掲げる業務に該当するも
のを除く。）。

 六　有価証券の貸付けを行うこと。
 七 　金銭債権（譲渡性預金証書その他の財務省令で定める証書

をもって表示されるものを含む。）の取得又は譲渡を行うこと。
 八 　特定目的会社が発行する特定社債又は優先出資証券（資産

流動化計画において当該特定社債又は優先出資証券の発行に
より得られる金銭をもって指名金銭債権又は指名金銭債権を
信託する信託の受益権のみを取得するものに限り、特定社債
にあっては、特定短期社債を除く。）その他これらに準ずる有
価証券として財務省令で定めるもの（以下この号において「特
定社債等」という。）の引受け（売出しの目的をもってするもの
を除く。）又は当該引受けに係る特定社債等の募集の取扱いを
行うこと。

 九　短期社債等の取得又は譲渡を行うこと。
 十 　銀行（銀行法第二条第一項に規定する銀行をいう。以下同

じ。）その他政令で定める金融業を行う者のために資金の貸付
けを内容とする契約の締結の代理又は媒介を行うこと。

 十一 　金融商品取引法第二条第二十項に規定するデリバティ
ブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを
除く。）を行うこと（第七号に掲げる業務に該当するものを
除く。）。

 十二 　金融商品取引法第二条第八項第七号に掲げる行為を行
うこと。

 十三 　金融商品取引法第二条第八項第九号に掲げる行為を行
うこと（募集又は売出しの取扱いについては、同法第二十八

条第一項に規定する第一種金融商品取引業を行う金融商品
取引業者（同法第二条第九項に規定する金融商品取引業者
をいう。以下同じ。）の委託を受けて当該金融商品取引業者
のために行うものに限る。）。

 十四 　金融商品取引法第二条第八項第十一号に掲げる行為を
行うこと。

 十五 　金融商品取引法第二条第八項第十三号に掲げる行為を
行うこと。

 十六 　金融商品取引法第二条第八項第十五号に掲げる行為を
行うこと。

 十七 　金融商品取引法第三十三条第二項各号に掲げる有価証
券（当該有価証券が発行されていない場合における当該有
価証券に表示されるべき権利を含む。）又は取引について、
同項各号に定める行為を行うこと（第三号、第五号、第七号
から第九号まで、第十一号及び第十三号に掲げるものを除
く。）。

 十八 　他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換
若しくは株式移転に関する相談に応じ、又はこれらに関し
仲介を行うこと。

 十九 　他の事業者の経営に関する相談に応じること又は他の事
業者の事業に関して必要となる調査若しくは情報の提供を
行うこと。

 二十 　金融その他経済に関する調査、研究又は研修を行うこと。
 二十一　前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

第五条（日本政策投資銀行債の発行）
　　会社は、日本政策投資銀行債を発行することができる。

第九条（預金の受入れ等を開始する場合の特例）
 　会社は、第三条第一項第一号に規定する預金の受入れ又は日
本政策投資銀行債の発行を開始しようとするときは、あらかじ
め、財務大臣の承認を受けなければならない。

２ 　財務大臣は、前項の承認をしようとするときは、あらかじめ、
内閣総理大臣に協議し、その同意を得なければならない。

第十二条（株式）
 　会社は、会社法第百九十九条第一項に規定する募集株式（第
三十四条第四号において「募集株式」という。）若しくは同法第
二百三十八条第一項に規定する募集新株予約権（同号において
「募集新株予約権」という。）を引き受ける者の募集をし、又は株
式交換に際して株式若しくは新株予約権を交付しようとすると
きは、財務大臣の認可を受けなければならない。

第十三条（社債、日本政策投資銀行債及び借入金）
 　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定めるところに
より、社債（日本政策投資銀行債を除く。以下同じ。）及び日本
政策投資銀行債（それぞれ社債等の振替に関する法律第六十六
条第一号に規定する短期社債を除く。以下この条及び第十八条
において同じ。）の発行並びに借入金（弁済期限が一年を超える
ものに限る。以下この条及び第十八条において同じ。）の借入れ

■株式会社日本政策投資銀行法（平成19年法律第85号：抜粋）
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について、発行及び借入れの金額、社債及び日本政策投資銀行
債並びに借入金の表示通貨その他の社債及び日本政策投資銀行
債の発行並びに借入金の借入れに係る基本方針を作成し、財務
大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとする
ときも、同様とする。

第十五条（代表取締役等の選定等の決議）
 　会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査
役の選任及び解任又は監査委員の選定及び解職の決議は、財務
大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。

第十六条（取締役の兼職の認可）
 　第四条第二項の規程の適用がある場合を除くほか、会社の常
務に従事する取締役（委員会設置会社にあっては、執行役）は、
財務大臣の認可を受けた場合を除き、他の会社の常務に従事し
てはならない。

２ 　財務大臣は、前項の認可の申請があったときは、当該申請に
係る事項が会社の業務の健全かつ適切な運営を妨げるおそれが
あると認められる場合を除き、これを認可しなければならない。

第十七条（事業計画）
 　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定めるところに
より、その事業年度の事業計画を定め、財務大臣の認可を受けな
ければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

第十八条（償還計画）
 　会社は、毎事業年度の開始前に、財務省令で定めるところに
より、社債、日本政策投資銀行債及び借入金の償還計画を立て
て、財務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しよ
うとするときも、同様とする。

第十九条（認可対象子会社）
 　会社は、次に掲げる者（第三号、第四号及び第七号に掲げる者
にあっては、個人であるものを除く。以下「認可対象子会社」と
いう。）を子会社（会社法第二条第三号に規定する子会社をいう。）
としようとするときは、あらかじめ、財務大臣の認可を受けなけ
ればならない。

 一　銀行
 二 　長期信用銀行（長期信用銀行法第二条に規定する長期信用

銀行をいう。）
 三 　金融商品取引業者（金融商品取引法第二十八条第一項に規

定する第一種金融商品取引業を行う者に限る。）
 四 　貸金業者（貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第二

条第二項に規定する貸金業者をいい、前号に掲げる者を兼ね
ることその他財務省令で定める要件に該当するものを除く。）

 五 　信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第二
条第二項に規定する信託会社をいう。）

 六 　保険会社（保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第二
項に規定する保険会社をいう。）

 七 　前各号に掲げる者に類するものとして財務省令で定める者

第二十条（定款の変更等）
 　会社の定款の変更、剰余金の配当その他の剰余金の処分（損

失の処理を除く。）、合併、会社分割及び解散の決議は、財務大臣
の認可を受けなければ、その効力を生じない。

第二十二条（財政融資資金の運用に関する特例）
 　財政融資資金（財政融資資金法（昭和二十六年法律第百号）
第二条の財政融資資金をいう。以下同じ。）は、同法第十条第一
項の規定にかかわらず、第三条第一項及び第二項に規定する会
社の業務に要する経費に充てるため会社が借入れをする場合に
おける会社に対する貸付け（第二十四条において単に「貸付け」
という。）に運用することができる。

第二十三条　
 　財政融資資金は、財政融資資金法第十条第一項の規定にかか
わらず、第三条第一項及び第二項に規定する会社の業務に要す
る経費に充てるため会社が発行する社債又は日本政策投資銀行
債（次項、次条及び第二十五条第一項において「社債等」という。）
に運用することができる。

第二十五条（債務保証）
 　政府は、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律（昭
和二十一年法律第二十四号）第三条の規定にかかわらず、国会
の議決を経た金額の範囲内において、社債等に係る債務につい
て、保証契約をすることができる。

第二十九条（主務大臣）
 　この法律における主務大臣は、財務大臣とする。ただし、会社
が第九条第一項の承認を受けた場合における次に掲げる事項に
ついては、財務大臣及び内閣総理大臣とする。

附則

第二条（政府保有株式の処分）
 　政府は、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律（平成十八年法律第四十七号）第六条第二項の
規定に基づき、その保有する会社の株式（次項及び次条において
「政府保有株式」という。）について、市場の動向を踏まえつつそ
の縮減を図り、前条第三号に定める日から起算しておおむね五
年後から七年後を目途として、その全部を処分するものとする。

２ 　政府は、この法律の施行後政府保有株式の全部を処分するま
での間、会社の有する長期の事業資金に係る投融資機能の根幹
が維持されるよう、政府保有株式の処分の方法に関する事項そ
の他の事項について随時検討を行い、その結果に基づき、必要な
措置を講ずるものとする。

第三条（この法律の廃止その他の措置）
 　政府は、政府保有株式の全部を処分したときは、直ちにこの
法律を廃止するための措置並びに会社の業務及び機能並びに権
利及び義務を会社の有する投融資機能に相応する機能の担い手
として構築される組織に円滑に承継させるために必要な措置を
講ずるものとする。

第四条（準備期間中の業務等の特例）
 　会社がその成立の時において業務を円滑に開始するため、日
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本政策投資銀行（以下「政投銀」という。）は、準備期間（この法
律の施行の日から平成二十年九月三十日までの期間をいう。第
五項において同じ。）中、日本政策投資銀行法（附則第二十六条
を除き、以下「政投銀法」という。）第四十二条第一項及び第二項
に定めるもののほか、長期借入金の借入れをすることができる。

8 　政投銀法第二十二条第一項に規定する中期政策方針であっ
て平成二十年四月一日を始期とするものについての同項の規定
の適用については、同項中「三年間の」とあるのは、「平成十七年
四月一日を始期とする」とする。

第九条（出資）
 　政投銀は、会社の設立に際し、会社に対し、附則第十五条第
二項の規定により国が承継する資産を除き、その財産の全部を
出資するものとする。

第十五条（政投銀の解散等）
 　政投銀は、会社の成立の時において解散するものとし、その一
切の権利及び義務は、次項の規定により国が承継する資産を除
き、その時において会社が承継する。

２ 　会社の成立の際現に政投銀が有する権利のうち、会社が将来
にわたり業務を円滑に遂行する上で必要がないと認められる資
産は、会社の成立の時において国が承継する。

第十六条（承継される財産の価額）
 　会社が政投銀から承継する資産及び負債（次項において「承継
財産」という。）の価額は、評価委員が評価した価額とする。

第十八条（主務大臣）
 　附則第十五条第一項の規定により会社が承継する資産（以下

この条において「承継資産」という。）の管理についての第二十六
条第二項及び第二十七条第一項における主務大臣は、第二十九
条第一項の規定にかかわらず、次のとおりとする。

 一 　北海道又は東北地方（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山
形県、福島県及び新潟県の区域をいう。）における政令で定め
る承継資産の管理については、財務大臣及び国土交通大臣

 二 　前号に規定する承継資産以外の承継資産の管理については、
財務大臣

第六十六条（検討）
 　政府は、附則第一条第三号に定める日までに、電気事業会社
の日本政策投資銀行からの借入金の担保に関する法律、石油の
備蓄の確保等に関する法律、石油代替エネルギーの開発及び導
入の促進に関する法律、民間都市開発の推進に関する特別措置
法、エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する
事業活動の促進に関する臨時措置法、民間資金等の活用による
公共施設等の整備等の促進に関する法律その他の法律（法律に
基づく命令を含む。）の規定により政投銀の投融資機能が活用さ
れている制度について、当該制度の利用者の利便にも配慮しつ
つ、他の事業者との対等な競争条件を確保するための措置を検
討し、その検討の結果を踏まえ、所要の措置を講ずるものとする。

第六十七条（会社の長期の事業資金に係る投融資機能の活用）
 　政府は、会社の長期の事業資金に係る投融資機能を附則第一
条第三号に定める日以後において活用する場合には、他の事業
者との間の適正な競争関係に留意しつつ、対等な競争条件を確
保するための措置その他当該投融資機能の活用に必要な措置を
講ずるものとする。

株式会社日本政策投資銀行法案に対する附帯決議

　政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一　新たなビジネスモデルの構築に当たっては、エネルギー、鉄
道、地域インフラの整備等の既存の出融資対象事業に対して引
き続き円滑なファイナンスを提供できるよう、平成二十年十月
までに、所要の措置を講ずるとともに、企業再生、証券化、ファ
ンド設立等、最新の金融技術を十分に取り入れた業務展開を図
ること。また、極めて長期にわたる資金供給の必要性にも配慮
して、安定的な資金調達基盤の確立に努めること。

一　日本政策投資銀行の長期的企業価値が将来毀損されること
のないよう、株式の処分方法等の検討に際しては、処分相手先
の選定、発行株式の種類等について、慎重な検討を行い、株主構
成の安定性等への配慮に加え、株主による企業統治が十分に機
能するよう配慮すること。また、株式の処分は、株式市場等に与
える影響にも十分配慮して行うこと。

一　移行期及び完全民営化に当たって、移行期の新会社の業務の
在り方や完全民営化機関への円滑な承継のために必要な措置等
について、経済社会情勢の変化や我が国の金融、産業の競争力
の向上にも十分に配慮して、柔軟な対応を行うこと。

一　新たに指定金融機関として担うこととなる危機対応業務に関
しては、現行の日本政策投資銀行が担っている危機対応機能を
踏まえ、株式会社日本政策金融公庫と連携しつつ、危機に際し
ての円滑な資金供給に遺漏なきを期すこと。

　右決議する。

参議院財政金融委員会
平成十九年六月五日
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資料編

　株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）の
一部を次のように改正する。
　附則第二条第一項中「次条」を「附則第三条」に、「前条第三号に
定める日」を「平成二十四年四月一日」に改め、同条の次に次の五
条を加える。

（政府の出資）
第二条の二　政府は、平成二十四年三月三十一日までの間、必要
があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、会
社に出資することができる。

（国債の交付）
第二条の三　政府は、平成二十四年三月三十一日までの間、株式
会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第五十七号）第二条
第五号に規定する危機対応業務（以下「危機対応業務」という。）
を行う上で会社の財務内容の健全性を確保するため必要となる
資本の確保に用いるため、国債を発行することができる。

２　政府は、前項の規定により、予算で定める金額の範囲内におい
て、国債を発行し、これを会社に交付するものとする。

３　第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。
４　第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保権
の設定その他の処分をすることができない。

５　前三項に定めるもののほか、第一項の規定により発行する国
債に関し必要な事項は、財務省令で定める。

（国債の償還等）
第二条の四　会社は、その行う危機対応業務（平成二十四年三月
三十一日までに行うものに限る。）に係る資産の増加に応じて必
要となる資本の額として財務省令で定めるところにより計算し
た金額を限り、前条第二項の規定により交付された国債の償還
の請求をすることができる。

２　政府は、前条第二項の規定により交付した国債の全部又は一
部につき会社から償還の請求を受けたときは、速やかに、その償
還をしなければならない。

３　前項の規定による償還があった場合には、会社の資本金の額
は、当該償還の直前の資本金の額と当該償還の額の合計額とす
る。

４　前項の規定の適用がある場合における会社法第四百四十五条
第一項の規定の適用については、同項中「場合」とあるのは、「場
合及び株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五
号）附則第二条の四第三項の規定の適用がある場合」とする。

５　前各項に定めるもののほか、前条第二項の規定により政府が
交付した国債の償還に関し必要な事項は、財務省令で定める。

（国債の返還等）
第二条の五　会社は、平成二十四年七月一日において、附則第二
条の三第二項の規定により交付された国債のうち償還されてい
ないものがあるときは、その償還されていない国債を政府に返
還しなければならない。

２　政府は、前項の規定により国債が返還された場合には、直ち
に、これを消却しなければならない。

３　前二項に定めるもののほか、附則第二条の三第二項の規定に
より政府が交付した国債の返還及び消却に関し必要な事項は、
財務省令で定める。

（登録免許税の課税の特例）
第二条の六　附則第二条の二の規定による出資があった場合又は
附則第二条の四第二項の規定による償還があった場合において
会社が受ける資本金の額の増加の登記については、財務省令で
定めるところにより登記を受けるものに限り、登録免許税を課
さない。

附則

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。

（検討等）
第二条　政府は、平成二十三年度末を目途として、この法律によ
る改正後の株式会社日本政策投資銀行法附則第二条の二の規
定に基づく株式会社日本政策投資銀行（以下「会社」という。）に
対する出資の状況、同法附則第二条の四第二項の規定に基づく
国債の償還の状況、会社による危機対応業務（株式会社日本政
策金融公庫法（平成十九年法律第五十七号）第二条第五号に規
定する危機対応業務をいう。以下同じ。）の実施の状況、社会経
済情勢の変化等を勘案し、会社による危機対応業務の適確な実
施を確保するため、政府が常時会社の発行済株式の総数の三分
の一を超える株式を保有する等会社に対し国が一定の関与を行
うとの観点から、会社による危機対応業務の在り方及びこれを
踏まえた政府による会社の株式の保有の在り方を含めた会社の
組織の在り方を見直し、必要な措置を講ずるものとする。

２　政府は、前項の措置が講ぜられるまでの間、次条の規定による
改正後の簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進
に関する法律（平成十八年法律第四十七号）第六条第二項及び
この法律による改正後の株式会社日本政策投資銀行法附則第
二条第一項の規定にかかわらず、その保有する会社の株式を処
分しないものとする。

■ 株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律
 （平成21年法律第67号）

コーポレート・データ
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（ 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法
律の一部改正）
第三条　簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に
関する法律の一部を次のように改正する。

　　第六条第二項中「前項の措置の」を「平成二十四年四月一日か
ら起算して」に改める。

（調整規定）
第四条　この法律の施行の日が中小企業者及び中堅事業者等に対
する資金供給の円滑化を図るための株式会社商工組合中央金庫
法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第五十四号。次
項において「商中法等改正法」という。）の施行の日以前となる場
合には、同日の前日までの間における前条の規定による改正後
の簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律第六条第二項の規定の適用については、同項中「及び」と
あるのは、「に対する政府の出資については、市場の動向を踏ま
えつつその縮減を図り、前項の措置のおおむね五年後から七年
後を目途として、その全部を処分するものとし、」とする。

２　この法律の施行の日が商中法等改正法の施行の日後となる場
合には、前条の規定は、適用しない。この場合において、附則第
二条第二項中「次条」とあるのは、「中小企業者及び中堅事業者
等に対する資金供給の円滑化を図るための株式会社商工組合中
央金庫法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第五十四
号）附則第四条」とする。

（政令への委任）
第五条　この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

　政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一　今般の追加出資措置を踏まえ、株式会社日本政策投資銀行に
よる危機対応業務の実施に際しては、これまで蓄積してきたノ
ウハウ等の積極的活用などを通じた適切な審査の下で、必要な
資金が円滑に供給されるよう業務の実施に万全を期すこと。

一　現下の国際金融危機に伴う経済金融情勢の悪化の下で、中小
企業向け貸出残高が引き続き低下傾向にあることを踏まえ、株
式会社日本政策金融公庫の行う中小・小規模企業向け融資の更
なる円滑化に努めること。また、日本政策投資銀行の行う大企
業・中堅企業向けの危機対応業務の実施に当たっては、その関
連の中小・小規模企業に対する金融の円滑化にも十分配慮する
こと。

一　日本政策投資銀行の株式の保有の在り方等を見直し、必要な
措置を講ずるに際しては、会社の業務運営の公共性の確保、会
社が長期の投融資機能を果たしていくために必要となる安定的
な資金調達基盤の確保、競争力のある人材を確保できる体制の
構築等に留意して検討を行い、会社の長期的企業価値が毀損さ
れることのないよう適切な措置を講ずること。

一　日本政策投資銀行や日本政策金融公庫等の担う政策金融の
今後の在り方については、その機能と役割の重要性を再確認し
た上で、民間金融機関のみならず、系統金融機関、ゆうちょ銀行
等も含めた我が国金融セクター全体との関係などにも留意しつ
つ、改めて見直しに向けた検討を行うこと。

　右決議する。

参議院財政金融委員会
平成二十一年六月二十五日




